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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期
第１四半期
累計(会計)期間

第55期
第１四半期
累計(会計)期間

第54期

会計期間

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成22年
９月30日

売上高（千円） 832,394 1,029,009 4,677,200

経常利益又は経常損失（△）（千円） 21,951 △141,082 197,214

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
20,937 △113,658 198,238

持分法を適用した場合の投資損失（△）

（千円）
△45,775 △32,545 △201,530

資本金（千円） 963,230 963,230 963,230

発行済株式総数（株） 5,491,490 5,491,490 5,491,490

純資産額（千円） 5,110,393 5,134,903 5,291,686

総資産額（千円） 6,767,918 9,173,640 7,749,053

１株当たり純資産額（円） 935.82 940.36 969.03

１株当たり四半期（当期）純利益又は１

株当たり四半期純損失（△）（円）
3.83 △20.81 36.30

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 8.00

自己資本比率（％） 75.5 56.0 68.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△27,931 △17,910 158,987

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,167 △732,786 △24,695

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,214,230 918,021 △1,218,095

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（千円）
500,608 815,803 650,525

従業員数（人） 199 199 202

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第54期第１四半期累計（会計）期間及び第54

期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第55期第１四半期累計（会

計）期間は、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社関連会社２社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人）     199(21)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子機器事業 1,534,586 －

繊維機器事業 71,089 －

合計 1,605,676 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

電子機器事業 3,009,712 － 5,442,295 －

繊維機器事業 73,816 － 61,668 －

合計 3,083,529 － 5,503,964 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子機器事業 971,119 －

繊維機器事業 57,889 －

合計 1,029,009 －

　（注）１．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

Ampire CO.,LTD／台湾 － － 197,600 19.2

DONG LONG ELECTRONICS CO.,LTD.／中国114,078 13.7 191,236 18.6

京セラ㈱ － － 166,890 16.2

TEXAS INSTRUMENTS TAIWAN LTD／台湾88,236 10.6 － －

（注）前第１四半期会計期間のAmpire CO.,LTD／台湾、京セラ㈱及び当第１四半期会計期間のTEXAS

INSTRUMENTS TAIWAN LTD／台湾は、当該比率が100分の10未満のため記載を省略しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び構成比は、次のとお

りであります。なお、（　）内は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。

輸出先

前第１四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額 構成比 金額 構成比

 千円 ％ 千円 ％

アジア・オセアニア 422,673 88.1 595,869 97.3

北米 51,556 10.8 10,959 1.8

欧州 5,226 1.1 5,203 0.9

その他の地域 － － 200 0.0

合計
479,456

（57.6％）　
100.0

612,232

（59.5％）　
100.0
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２【事業等のリスク】

 　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中に関する事項は、当第１四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当社が関わる電子部品業界においては、海外メーカーの急速な生産の持ち直しを背景に、中国・韓国を中心とした

輸出の増加、設備投資の増強や企業収益の改善がみられ、海外市場は回復した状況となりました。また、国内市場に

おいては、長く低迷を極めた景気に対し自律的な回復に向けた設備投資の動きがみられ、穏やかな回復基調となり

ました。こうした状況の中、海外市場を中心とした受注の持ち直しにより、経営環境は安定的に推移いたしました。

　このような業界動向のもと、当社の売上高は、電子機器事業において液晶製造機器は、スマートフォンや電子書籍

などのデジタル機器の市場が拡大したことにより需要の増加が顕著となり、ＭＷＳ（マルチワイヤーソー）は大幅

な需要の増加が続いている海外ＬＥＤ向けワイヤーソーや、太陽電池向けワイヤーソーの受注・販売を開始したこ

とにより好調に推移いたしました。半導体製造機器及び繊維機器事業は、低調に推移いたしました。

　また、損益面は製造コスト等の削減を推進いたしましたが、研究開発費等が増加いたしました。　

　その結果、当第１四半期会計期間の売上高は10億29百万円（前年同四半期比23.6％増）、営業損失は１億43百万円

（前年同四半期は営業利益４百万円）、経常損失１億41百万円（前年同四半期は経常利益21百万円）、四半期純損

失は１億13百万円（前年同四半期は四半期純利益20百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（電子機器事業）

売上高は９億71百万円となりました。

①　液晶製造機器

　液晶業界においては、世界的なスマートフォンや電子書籍などのタブレット端末の流行に伴い、これまでの液

晶テレビ用大型パネルに代わり、中小型パネルの需要増加が市場を牽引する形となりました。 

　このような状況下、主に台湾系中小型パネルメーカーへの主力製品の販売が寄与し、売上高は好調に推移いた

しました。

②　半導体製造機器

　半導体業界においては、世界的なスマートフォンや電子書籍などのタブレット端末の流行により、新たなアプ

リケーションが市場に投入されたことで、メモリー・ドライバーIＣ・ソーフィルターなどの電子デバイスの

需要が活発化いたしました。 

　このような状況下、国内の半導体メーカー及びＬＥＤメーカーへの製品の販売は比較的堅調でしたが、海外市

場の需要低下により、全体的な売上高は低調に推移いたしました。

③　ＭＷＳ（マルチワイヤーソー）

　マルチワイヤーソーの主要ユーザーである電子部品業界全般においては、国内外市場におけるＬＥＤ向けワ

イヤーソーの需要拡大に伴い受注・販売が前期末から引き続き順調に推移いたしました。また、今後幅広く普

及が見込まれる太陽電池向けワイヤーソーを開発し、受注・販売を開始いたしました。これにより、同装置の受

注増加が予想されることから、更なる増収へつながることが期待される状況となりました。

このような状況下、主に海外市場の販売が寄与したことにより、売上高は好調に推移いたしました。

（繊維機器事業）

売上高は57百万円となりました。

　アパレル業界においては、継続している経済不況により、先行き不透明感は依然として根強く残存しておりま

す。こうした状況から設備投資の更新・増設が極めて鈍化する中、衣料品関係の低価格志向はさらに深まりを増

し、一部の量販店では売上高を伸ばしておりますが、全体的には厳しい環境が続く状況となりました。 

このような状況下、一部のユーザーで販売実績を得られたものの、売上高は低調に推移いたしました。
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（2）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期会計期間末の現金及び現金同等物は、８億15百万円（前年同四半期会計期末残高５億円）となりま

した。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少１億53百万円及びたな卸資産の増加６億44百万円があ

りましたが、仕入債務の増加４億96百万円及びその他の流動負債の増加２億21百万円があったこと等により17百

万円のキャッシュ・アウト（前年同四半期は27百万円のキャッシュ・アウト）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出７億40百万円及び有形固定資産の取得によ

る支出１億90百万円があったこと等により７億32百万円のキャッシュ・アウト（前年同四半期は１百万円の

キャッシュ・イン）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れの純増による収入２億87百万円及び長期借入れによる収入

７億円があったこと等により９億18百万円のキャッシュ・イン（前年同四半期は12億14百万円のキャッシュ・

アウト）となりました。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針を決定する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行

規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

Ａ 基本方針の内容

　当社は、当社株式等に対する大規模買付行為を受け入れるか否かのご判断は、最終的には、株主の皆様によって

なされるべきものと考えており、当社は当社株式等に対する大規模買付行為につきまして、これを一概に否定す

るものではありません。

　ただし、突然の大規模買付行為が発生した場合には、株主の皆様に当社の株式価値の妥当性を短期間でご判断し

ていただくこととなりかねません。また、株式の大規模買付提案の中には、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を損なうおそれのあるものや、株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないも

のもありえます。

　当社は、株主の皆様が大規模買付行為を受け入れるか否かのご判断を適切に行うためには、大規模買付者から一

方的に提供される情報のみならず、当社取締役会から提供される情報及び評価・意見等も含めた十分な情報が提

供され、大規模買付行為に応ずるべきか否かのご判断のための期間が確保されることが必要であると考えており

ます。

Ｂ 基本方針の実現に資する特別な取組み

１．企業価値向上への取組み

　当社は、昭和31年10月に創業し、繊維機械の製造・販売を開始しましたが、その後の経営環境の変化に対応す

べく、当社独自の研究・開発力を生かして、繊維機器事業に加えて、電子機器事業（液晶製造機器・半導体製

造機器・ＭＷＳ（マルチワイヤーソー））に展開を図り、現在に至っております。

　当社は、企業価値をより一層高め確固たる企業基盤を築き、当社のビジョンである「信頼されるタカトリ」

の構築を目指すべく、中長期的な経営戦略の基礎固めを行い、成長してまいります。また、当社社是及び企業理

念を前提として、各方針（経営ビジョン、経営方針、技術開発スローガン、コンプライアンス基本方針、環境基

本方針、品質方針等）に従って、企業としての社会的責任を認識したうえで、ステークホルダー（株主、従業

員、取引先、債権者、地域社会）との信頼関係をより一層高めるよう努めてまいります。

《当社の社是》

「創造と開拓」
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《当社の企業理念》

「世界に誇れる独自技術を製販一体となって構築し、最良の製品とサービスを提供し、人々の暮らしを豊か

にする」

①企業は『社会の公器』であることをまず認識し、社会と全ての協力者との相互繁栄を期そう

②物事の判断・実行は、お客様とタカトリのメリット・デメリットを十分検討したうえで進めよう

③自分の意見は、会社組織の上下関係にとらわれずはっきり発言すると共に、何でも話し合える輪を作

ろう

《経営ビジョン》

「信頼されるタカトリ」

《経営方針》

①顧客の立場に立って、新規事業開拓、オリジナル製品開発、周辺機器ラインナップを行う

②オリジナル製品の開発をリードする営業活動を行い、営業を支えるサービス体制の構築と事業化を行う

③組立、調整、サービスに力点を置いたものづくりを行う

　また当社は、上記経営方針の実現に努めるため、以下の取り組みを行っております。

● 顧客の立場に立って、新規事業開拓、オリジナル製品開発、周辺機器ラインナップを行う

　当社の戦略的コア技術である「７つのコア技術」（貼付、剥離、制御・情報処理、クリーン、カッティング、搬

送・駆動、真空）の各技術を更に強化し、技術開発スローガン「Global Innovation “Plus One”」の下、

「製品の独自性」や「製品の強さを極める」ことに注力し、現状事業の付加価値を高めるとともに、「７つの

コア技術」をベースに ①有望事業機会を目指した技術力の強化 ②強い技術の他製品への水平展開 ③他社

との技術提携及び協業化による新製品の開発 ④既存製品の進化などに積極的に取り組んでまいります。

● 目標とする経営指標

　ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）10％以上、売上高総利益率の向上を掲げ、安定した収益体質の確立を目指

しております。

２．コーポレート・ガバナンスの強化

　当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、法令を遵守し、経営の透明性を高め、取

締役会で活発な議論を行い、意思決定のスピードアップを図り、株主の利益が最大になるように統治しなけれ

ばならないと考えております。なお、現在２名の社外監査役を選任しておりますが、社外監査役も含めた監査

役全員が取締役会に出席することにより、取締役の業務執行や意思決定事項を客観的に監査・監視できる体

制をとるなど、経営監査機能の客観性の観点から十分機能する体制が整っていると考えております。

Ｃ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

１．当社株式等の大規模買付行為に関する対応策継続の目的

　当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）は、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、上記Ａ 基本方針の内容に記載の基本方針に沿うも

のであり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様が適切

な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会

を確保することを目的としています。

２．本プランの内容

　本プランは、以下のとおり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定する

とともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発

生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

　また、本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の判断及

び対応の客観性、合理性を確保するための機関として特別委員会を設置し、発動の是非等について当社取締役

会への勧告を行う仕組みとしています。特別委員会は、特別委員会規則（概要については、下記「特別委員会

規則の概要」をご参照ください。）に従い、当社社外取締役、社外監査役、または社外の有識者（実績のある会

社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準じる者）で、当社の業務執行

を行う経営陣から独立した者のみから構成されるものとします。

　当社は現時点において当社株式等の大規模買付行為に係る提案を受けているわけではありません。
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(1）本プランに係る手続き

① 対象となる大規模買付行為

　本プランは以下の（ⅰ）または（ⅱ）に該当する当社株式等の買付けまたはこれに類似する行為（た

だし、当社取締役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買付行為」といいます。）が

なされる場合を適用対象とします。大規模買付行為を行い、または行おうとする者（以下、「大規模買付

者」といいます。）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

（ⅰ）当社が発行者である株式等（注1）について、保有者（注2）の株式等保有割合（注3）が20％以上

となる買付け

（ⅱ）当社が発行者である株式等（注4）について、公開買付け（注5）に係る株式等の株式等所有割合

（注6）及びその特別関係者（注7）の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

（注1） 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下別段の定め

がない限り同じとします。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令

等を継承する新法令等の制定を含みます。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等

の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を

実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられるものとします。

（注2） 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる

者を含みます。以下同じとします。

（注3） 金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下同

じとします。

（注4） 金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下（ⅱ）にお

いて同じとします。

（注5） 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下同じとします。

（注6） 金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとします。以下同

じとします。

（注7） 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる

者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定

める者を除きます。以下同じとします。

② 意向表明書の当社への事前提出

　大規模買付者におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該大規模買付

者が大規模買付行為に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以

下、「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。

　具体的には、意向表明書には、以下の事項を記載していただきます。

（ⅰ）大規模買付者の概要

(イ）氏名または名称及び住所または所在地

(ロ）代表者の役職及び氏名

(ハ）会社等の目的及び事業の内容

(ニ）大株主または大口出資者（所有株式または出資割合上位10名）の概要

(ホ）国内連絡先

(ヘ）設立準拠法

（ⅱ）大規模買付者が現に保有する当社の株式等の数、及び、意向表明書提出前60日間における大規模買

付者の当社の株式等の取引状況

（ⅲ）大規模買付者が提案する大規模買付行為の概要（大規模買付者が大規模買付行為により取得を予

定する当社の株式等の種類及び数、並びに大規模買付行為の目的（支配権取得もしくは経営参加、

純投資もしくは政策投資、大規模買付行為の後の当社の株式等の第三者への譲渡等、または重要提

案行為等（注8）その他の目的がある場合には、その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそ

のすべてを記載していただきます。）を含みます。）
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（注8） 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等の大量

保有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいいます。

③ 本必要情報の提供

　上記②の意向表明書をご提出いただいた場合には、大規模買付者におきましては、以下の手順に従い、当

社に対して、大規模買付行為に対する株主及び投資家の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以

下、「本必要情報」といいます。）を日本語で提供していただきます。

　まず、当社は、大規模買付者に対して、意向表明書を提出していただいた日から10営業日（注9）（初日

不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した情報リストを上記②（ⅰ）(ホ）の国内連絡

先に発送いたしますので、大規模買付者には、情報リストに従って十分な情報を当社に提出していただき

ます。

　また、情報リストに従い大規模買付者から提供された情報では、大規模買付行為の内容及び態様等に照

らして、株主及び投資家の皆様のご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社

取締役会及び特別委員会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を大規

模買付者から提供していただきます。

　なお、大規模買付行為の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として情報リ

ストの一部に含まれるものとします。

（ⅰ）大規模買付者及びそのグループ（共同保有者（注10）、特別関係者及びファンドの場合は各組合員

その他の構成員を含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏

名及び職歴等を含みます。）

（ⅱ）大規模買付行為の目的（意向表明書において開示していただいた目的の詳細）、方法及び内容（経

営参画の意思の有無、大規模買付行為の対価の種類及び金額、大規模買付行為の時期、関連する取引

の仕組み、買付予定の株式等の数及び買付け等を行った後における株式等所有割合、大規模買付行

為の方法の適法性を含みます。）

（ⅲ）大規模買付行為の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模

買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の意

見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定する

に至った経緯を含みます。）

（ⅳ）大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達

方法及び関連する取引の内容を含みます。）

（ⅴ）大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場合はその

内容及び当該第三者の概要

（ⅵ）大規模買付者が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その

他の重要な契約または取決め（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種

類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

（ⅶ）大規模買付者が大規模買付行為において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結そ

の他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約

の対象となっている株式等の数量等の当該合意の具体的内容

（ⅷ）大規模買付行為の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策

（ⅸ）大規模買付行為の後における当社の従業員、取引先、顧客及び地域社会その他の当社に係る利害関

係者の処遇等の方針

（ⅹ）当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

　なお、当社取締役会は、大規模買付者から大規模買付行為の提案がなされた事実については適切に開示

し、提案の概要及び本必要情報の概要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様のご判断に必要である

と認められる情報がある場合には、速やかに開示いたします。

　また、当社取締役会及び特別委員会が大規模買付者による本必要情報の提供が十分になされたと認めた

場合には、当社取締役会はその旨を大規模買付者に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）す

るとともに、速やかにその旨を開示いたします。

（注9） 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同

じとします。

（注10）金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者と

みなされると当社取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。
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④ 取締役会評価期間の設定等

　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を開始日として、大規模買付行為の評価の難易

度等に応じて、以下の（ⅰ）または（ⅱ）の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、

検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設

定し、速やかに開示いたします。

（ⅰ）対価を現金（円価）のみとする当社全株式等を対象とした公開買付けの場合には最大60日間

（ⅱ）その他の大規模買付行為の場合には最大90日間

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、大規

模買付者から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・

向上の観点から、大規模買付者による大規模買付行為の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会

は、これらの検討等を通じて、大規模買付行為に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、

大規模買付者に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示いたします。

　また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件・方法について交渉し、更に、

当社取締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を提示することもあります。

⑤ 対抗措置の発動に関する特別委員会の勧告

　特別委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替

案立案と並行して、以下の手続きに従い、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行

うものとします。その際、特別委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するよ

うになされることを確保するために、特別委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独

立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサル

タントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。なお、特別委員会が当社

取締役会に対して以下の（ⅰ）または（ⅱ）に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の

事実とその概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示いたします。

（ⅰ）大規模買付者が本プランに規定する手続きを遵守しない場合

　特別委員会は、大規模買付者が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、当社取締役会に対

して、対抗措置の発動を勧告する場合があります。

（ⅱ）大規模買付者が本プランに規定する手続きを遵守した場合

　特別委員会は、大規模買付者が本プランに規定する手続きを遵守した場合には、原則として、当社取

締役会に対して対抗措置の不発動を勧告します。

　ただし、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、例えば以下(イ）～(ト）に掲

げる事由により、当該買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認め

られる場合には、本対応の例外的措置として、対抗措置の発動を勧告する場合があります。

(イ）大規模買付者が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値

で当社の株式等を当社または当社関係者に引取らせる目的で当社の株式等の取得を行っている

または行おうとしている者（いわゆるグリーンメイラー）であると判断される場合

(ロ）当社の会社経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業経営上必要な知的財産

権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先または顧客等の当社または当社グループ会社の資産を当

該大規模買付者またはそのグループ会社等に移転する目的で当社の株式等の取得を行っている

と判断される場合

(ハ）当社の会社経営を支配した後に、当社または当社グループ会社の資産を当該大規模買付者または

そのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社の株式等の取得を行っ

ていると判断される場合

(ニ）当社の会社経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の事業に当面関係していない

不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもって一時的に高配

当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社の株式等の高価売

抜けをする目的で当社の株式等の取得を行っていると判断される場合

(ホ）大規模買付者の提案する当社の株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付け

で当社の株式等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、ある

いは明確にしないで、公開買付け等の株式等の買付け等を行うことをいいます。）等の、株主の皆

様の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社の株式等の売却を強要する虞が

あると判断される場合
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(ヘ）大規模買付者の提案する当社の株式等の買付条件（買付対価の種類及び金額、当該金額の算定根

拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び方法を含みます。）、違法性の有無並びに実

現可能性等を含むがこれらに限られません。）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分また

は不適切なものであると判断される場合

(ト）大規模買付者による支配権の取得により、当社株主はもとより、企業価値の源泉である顧客、従業

員その他の利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値・株主共同の利益の著しい毀損が予想

されるなど、当社の企業価値・株主共同の利益の確保または向上を著しく妨げる虞があると判断

される場合

⑥ 取締役会の決議

　当社取締役会は、⑤に定める特別委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告を踏まえて当社の

企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、速やかに対抗措置の発動または不発動の決議

を行うものとします。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問

わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行いま

す。

⑦ 対抗措置発動の停止

　当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、（ⅰ）大

規模買付者が大規模買付行為を中止した場合または（ⅱ）対抗措置を発動するか否かの判断の前提と

なった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対

抗措置の発動が相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置発動の停止を

行うものとします。

　当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会及び特別委員会

が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

⑧ 大規模買付行為の開始

　大規模買付者は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動ま

たは不発動の決議がなされるまでは大規模買付行為を開始することはできないものとします。

(2）本プランにおける対抗措置の具体的内容

　当社取締役会が上記(1)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置は、新株予約権（以下、「本新株予約

権」といいます。）の無償割当てとします。

　本新株予約権の無償割当ての概要は、下記「新株予約権無償割当ての概要」に記載のとおりとします。

　当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、上記(1)⑦に記載のとおり、対抗

措置発動の停止を決定することがあります。例えば、対抗措置として当社取締役会が本新株予約権の無償割

当てを決議した場合において、大規模買付者が大規模買付行為を中止し、当社取締役会が上記(1)⑦に記載

の決議を行った場合には、本新株予約権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落ち日の前日ま

でにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予

約権の行使期間の開始日の前日までにおいては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、対抗措

置の発動を停止することができるものとします。

(3）本プランの有効期間、廃止及び変更

　本プランの有効期間は、当該承認決議の時から平成25年12月開催予定の定時株主総会終結の時までとしま

す。

　ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議が

なされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとします。また、当社

の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、

本プランはその時点で廃止されるものとします。

　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令もしくは金融商品取引所規則の変更または

これらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要と判断した場合は、随

時、特別委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、または変更することができるものとします。他方、当

社取締役会が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような変更を行う場合に

は、改めて直近で開催される株主総会に付議し株主の皆様のご承認をいただくことといたします。

　当社は、本プランが廃止されまたは本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるよう

な変更が行われた場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締

役会及び特別委員会が適切と認める事項について、速やかに開示いたします。
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３．本プランの合理性

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保また

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20

年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえております。

(1）企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則

　本プランは、上記１．に記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買

付行為に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必

要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、

当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

(2）事前開示・株主意思の原則

　本プランは、本定時株主総会において株主の皆様のご承認を得たうえで導入するものです。また、上記２.

(3)に記載のとおり、本定時株主総会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において本プ

ランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更または廃止されること

になります。従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みと

なっています。

(3）必要性・相当性確保の原則

① 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

　当社は、上記２．に記載のとおり、本プランに基づく大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する取

締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として

特別委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動の決議に際して特別委員会の勧告を

最大限尊重いたします。

　また、当社は、特別委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を行うこととし、当社

の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。

② 合理的・客観的発動要件の設定

　本プランは、上記２.(1)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されな

いように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

③ デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　上記２.(3)に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会に

より、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありませ

ん。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構

成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でも

ありません。

４．株主及び投資家の皆様への影響等

(1）本プランの導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響

　本プランの導入時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその導入時に株主の

皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありませ

ん。

　なお、上記２.(1)に記載のとおり、大規模買付者が本プランを遵守するか否か等により当該買付行為に対

する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向にご

注意ください。

EDINET提出書類

株式会社タカトリ(E01715)

四半期報告書

14/35



(2）本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める割当て

期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個を

上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株予約権の無償

割当て時においても、株主の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じるものの保

有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経

済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

　ただし、大規模買付者につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利または経済的利益

に何らかの影響が生じる場合があります。

　なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上記２．(1）⑦に記載の

手続き等に従い、当社取締役会が発動した対抗措置発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応

の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後にお

いて、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合には、株主

の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当社株式１株当

たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及び投資家の皆様は、株価の変動

により損害を被る可能性がある点にご留意ください。

　また、本新株予約権の行使または取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使または取得に際して、

大規模買付者の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、大規模

買付者以外の株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与

えることは想定しておりません。

(3）本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続き

　本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当該新株予約権の無償割

当ての効力発生日において当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。

　また、当社が取得条項を付した新株予約権取得の手続きをとる場合には、大規模買付者以外の株主の皆様

におかれましては、新株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権取得の対

価として当社株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する払込み等の手続きは不要となりま

す。

　以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法、株式の交付方法等の詳細については、本

新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、

適用ある法令及び金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示または通知を行いますので当該開示

または通知の内容をご確認ください。
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（特別委員会規則の概要）

１．特別委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判

断を排除し、当社取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として、設置される。

２．特別委員会委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、(1）当社社外取締役、(2）当社社

外監査役または(3）社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、もしくは学識経験者

またはこれらに準じる者）のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会の決議に基づき選任される。なお、

当社は、特別委員会委員との間で、善管注意義務及び秘密保持義務に関する規定を含む契約を締結する。

３．特別委員会の委員の任期は、選任の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の日または別途当該特別委員会委員と当社が合意した日までとする。ただし、当社取締役会の決議によ

り別段の定めをした場合はこの限りではない。

４．特別委員会は、当社代表取締役または各特別委員会委員が招集する。

５．特別委員会の議長は、各特別委員会委員の互選により選定される。

６．特別委員会の決議は、原則として、特別委員会委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。ただし、特別

委員会委員のいずれかに事故がある時その他特段の事由がある時は、原則として、当該特別委員会委員を除く特

別委員会委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う。

７．特別委員会は、以下の各号に記載される事項について審議の上決議し、その決議内容を、理由を付して当社取締

役会に対して勧告する。

(1）本プランに係る対抗措置の発動の是非

(2）本プランに係る対抗措置発動の停止

(3）本プランの廃止及び変更

(4）その他本プランに関連して当社取締役会が任意に特別委員会に諮問する事項

各特別委員会委員は、特別委員会における審議及び決議においては、専ら当社の企業価値・株主共同の利益に

資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己または当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的と

してはならない。

８．特別委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役または従業員その他必要と認める者を出席させ、特別委員会

が求める事項に関する意見または説明を求めることができる。

９．特別委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した外部専門家

（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を

含む。）から助言を得ることができる。

（新株予約権無償割当ての概要）

１．本新株予約権の割当総数

　本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下、「本新株予約権無償割当

て決議」といいます。）において当社取締役会が別途定める一定の日（以下、「割当て期日」といいます。）にお

ける当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を除きます。）と同数を上

限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。

２．割当対象株主

　割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有する当社普通株式（ただし、同時点にお

いて、当社の有する当社株式を除きます。）１株につき１個を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当

て決議において別途定める割合で本新株予約権の無償割当てをします。

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日

　本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「対象株式数」といいます。）は、１株を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別

途定める数とします。ただし、当社が株式の分割または株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとしま

す。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格

　本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社普

通株式１株当たりの金額は１円以上で当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める額としま

す。

EDINET提出書類

株式会社タカトリ(E01715)

四半期報告書

16/35



６．本新株予約権の譲渡制限

　本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

７．本新株予約権の行使条件

　(1）特定大量保有者（注11）、(2）特定大量保有者の共同保有者、(3）特定大量買付者（注12）、(4）特定大量買

付者の特別関係者、もしくは(5）これら(1）から(4）までの者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得るこ

となく譲受けもしくは承継した者、または、(6）これら(1）から(5）までに該当する者の関連者（注13）（これら

の者を総称して、以下、「非適格者」といいます。）は、本新株予約権を行使することができないものとします。な

お、本新株予約権の行使条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

（注11）当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等に係る株式等保有割合が20％以上である者、また

は、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等

を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者そ

の他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないことと

します。

（注12）公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定される株

券等を意味するものとします。以下本注において同じとします。）の買付け等（金融商品取引法第27

条の２第１項に定義される買付け等をいいます。以下本注において同じとします。）を行う旨の公告

を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準じるものとして金融商品取引法施

行令第７条第１項に定めるものを含みます。）に係る株式等の株式等所有割合がその者の特別関係者

の株式等所有割合と合計して20％以上となる者、または、これに該当することとなると当社取締役会

が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等を取得・保有することが当社の企業価値・株

主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当

社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。

（注13）ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配

下にある者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、またはその者と協調して

行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお「支配」とは、他の会社等の「財務及び

事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定義される場合をいいま

す。）をいいます。

８．当社による本新株予約権の取得

　当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が保有する本新株予約権を取得し、これと引換

えに本新株予約権１個につき対象株式数の当社普通株式を交付することができるものとします。なお、本新株予約

権の取得条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

９．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得

　当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別

途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとします。

10．本新株予約権の行使期間等

　本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別

途定めるものとします。

（4）研究開発活動

当第１四半期会計期間における当社の研究開発活動の金額は、１億３百万円であります。

なお、当第１四半期会計期間における研究開発活動の状況の変更内容は次のとおりであります。

(電子機器事業）　

ＭＷＳ（マルチワイヤーソー）

　平成22年度奈良県「リーディングカンパニー創設補助金」において、交付が決定がされております。この

補助金は、多結晶シリコンを高精度・低コストに切断できるマルチワイヤーソーの開発を目的とし、研究開

発を推進しております。なお、研究開発期間は１年間であります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、今後の工場新設を視野に入れた土地を取得しております。

　その主要な設備の状況は、所在地　奈良県橿原市、帳簿価額176,439千円（面積4,727.00㎡）であります。なお、事業

所名、セグメントの名称、従業員人数は未定であります。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
 （平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
 （平成23年２月10日）　

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,491,490 5,491,490
大阪証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 5,491,490 5,491,490 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 5,491,490 － 963,230 － 1,352,321
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（６）【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、当社代表取締役　髙鳥　王昌から平成22年12月20日付で大量保有報告書の変更

報告書が提出され、平成22年12月15日に共同保有者である髙鳥　寿子氏の株券等保有割合が１％以上減少した旨

の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、平成23年２月10日現在で当社として実質

所有株式数の確認及び大株主の異動についての完全な確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

髙鳥　寿子 奈良県香芝市 株式　　　　9,961　　 0.18

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　30,700 － 単元株式数   100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,458,900 54,589同上

単元未満株式 普通株式　 　1,890 － －

発行済株式総数          5,491,490 － －

総株主の議決権 － 54,589 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱タカトリ
奈良県橿原市

新堂町313－１
30,700 － 30,700 0.56

計 － 30,700 － 30,700 0.56
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月

最高（円） 589 648 755

最低（円） 480 550 620

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第１四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年10月１から平成22年12月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,975,803 2,270,525

受取手形及び売掛金 ※3
 1,202,990 1,356,591

製品 873,336 439,530

仕掛品 886,672 747,402

原材料及び貯蔵品 165,904 94,404

その他 440,023 384,750

流動資産合計 6,544,730 5,293,205

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 778,339 793,194

その他（純額） 931,623 744,779

有形固定資産合計 ※1
 1,709,963

※1
 1,537,973

無形固定資産 25,939 25,693

投資その他の資産

関係会社株式 842,400 842,400

その他 50,606 49,779

投資その他の資産合計 893,007 892,180

固定資産合計 2,628,909 2,455,847

資産合計 9,173,640 7,749,053

負債の部

流動負債

買掛金 1,847,570 1,351,290

短期借入金 287,500 －

1年内返済予定の長期借入金 176,052 －

未払法人税等 2,180 9,647

賞与引当金 58,809 174,829

その他 1,049,448 823,519

流動負債合計 3,421,560 2,359,288

固定負債

長期借入金 494,606 －

役員退職慰労引当金 71,665 71,736

資産除去債務 21,445 －

その他 29,460 26,342

固定負債合計 617,177 98,078

負債合計 4,038,737 2,457,366
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 963,230 963,230

資本剰余金 1,352,321 1,352,321

利益剰余金 2,832,197 2,989,542

自己株式 △17,255 △17,117

株主資本合計 5,130,493 5,287,976

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,409 3,709

評価・換算差額等合計 4,409 3,709

純資産合計 5,134,903 5,291,686

負債純資産合計 9,173,640 7,749,053
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 832,394 1,029,009

売上原価 569,798 840,295

売上総利益 262,596 188,714

販売費及び一般管理費 ※
 257,874

※
 332,178

営業利益又は営業損失（△） 4,721 △143,463

営業外収益

受取利息 2,680 2,315

受取賃貸料 2,494 2,536

助成金収入 7,450 －

その他 6,517 1,892

営業外収益合計 19,142 6,744

営業外費用

支払利息 1,093 1,040

租税公課 525 514

為替差損 － 2,332

その他 294 475

営業外費用合計 1,912 4,363

経常利益又は経常損失（△） 21,951 △141,082

特別利益

固定資産売却益 1,955 －

特別利益合計 1,955 －

特別損失

固定資産売却損 252 －

固定資産除却損 1,893 9,307

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,112

特別損失合計 2,145 26,420

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 21,760 △167,502

法人税、住民税及び事業税 823 856

法人税等調整額 － △54,701

法人税等合計 823 △53,844

四半期純利益又は四半期純損失（△） 20,937 △113,658
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

21,760 △167,502

減価償却費 25,195 25,178

賞与引当金の増減額（△は減少） － △116,020

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △71

受取利息及び受取配当金 △2,680 △2,315

支払利息 1,093 1,040

有形固定資産売却損益（△は益） △1,702 －

有形固定資産除却損 － 9,307

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,112

売上債権の増減額（△は増加） △104,460 153,600

たな卸資産の増減額（△は増加） △424,127 △644,576

仕入債務の増減額（△は減少） 437,510 496,279

その他の流動負債の増減額（△は減少） － 221,988

その他 22,094 △7,201

小計 △25,316 △13,179

利息及び配当金の受取額 156 7

利息の支払額 △1,093 △1,443

法人税等の支払額 △1,678 △3,295

営業活動によるキャッシュ・フロー △27,931 △17,910

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △740,000

定期預金の払戻による収入 － 200,000

有形固定資産の取得による支出 △387 △190,436

有形固定資産の売却による収入 2,155 －

無形固定資産の取得による支出 － △1,742

投資有価証券の取得による支出 △599 △597

その他 － △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,167 △732,786

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 300,000

短期借入金の返済による支出 － △12,500

長期借入れによる収入 － 700,000

長期借入金の返済による支出 △1,213,392 △29,342

リース債務の返済による支出 △661 △1,366

自己株式の取得による支出 － △138

配当金の支払額 △176 △38,631

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,214,230 918,021

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,665 △2,046

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,239,328 165,277

現金及び現金同等物の期首残高 1,739,937 650,525

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 500,608

※
 815,803
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

　　至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これにより、営業損失、経常損失が165千円増加し、税引前四半期純損失が

17,278千円増加しております。
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【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間

（自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日）　

（四半期キャッシュ・フロー計算書）

　前第１四半期累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「そ

の他の流動負債の増減額（△は減少）」は、当第１四半期累計期間において金額的重要性が増したため、区分掲記して

おります。なお、前第１四半期累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれる金額は、26,771

千円であります。

EDINET提出書類

株式会社タカトリ(E01715)

四半期報告書

27/35



【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は2,891,210千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は2,879,249千円で

あります。

　２．保証債務

　奈良県ハイテク工場団地協同組合の奈良県からの借

入金100,408千円に対し、同組合員と連帯して債務保証

を行っております。

　２．保証債務

　奈良県ハイテク工場団地協同組合の奈良県からの借

入金109,535千円に対し、同組合員と連帯して債務保証

を行っております。

※３．四半期会計期間末日満期手形の会計処理

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、

満期日をもって決済処理しております。従って、当第１

四半期会計期間末日は金融機関の休日でありました

が、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

　なお、当第１四半期会計期間末残高から除かれている

四半期会計期間末日満期手形は、次のとおりでありま

す。

  ３．　　　　　　　──────

受取手形 22,509千円 　

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料及び手当 50,571千円　

研究開発費 84,143千円

従業員給料及び手当 63,271千円　

賞与引当金繰入額　 15,824千円

研究開発費 103,639千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の当第１四半期末残高と四半期貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の当第１四半期末残高と四半期貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,304,088千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △803,480千円

現金及び現金同等物 500,608千円

　

現金及び預金勘定 2,975,803千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △2,160,000千円

現金及び現金同等物 815,803千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計（累計）期間末（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　5,491,490株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式   　　　　　　　　30,926株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 43,686 8.0平成22年９月30日平成22年12月24日利益剰余金

（2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

５．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

（金融商品関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）

　現金及び預金、関係会社株式、買掛金、短期借入金及び長期借入金が、会社の事業の運営において重要なものとなっ

ており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
四半期貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 2,975,803 2,975,803 －

（2）関係会社株式 842,400 702,363 △140,036

資産計　 3,818,203 3,678,166 △140,036

（1）買掛金 1,847,570 1,847,570 －

（2）短期借入金 287,500 287,500 －

（3）長期借入金 670,658 670,658 －

負債計　 2,805,728 2,805,728 －

（注）金融商品の時価の算定方法

資産

（1）現金及び預金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。　

（2）関係会社株式

時価について、取引所の価格によっております。　

負債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）長期借入金

　買掛金及び短期借入金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと、長

期借入金は変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。　
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（持分法損益等）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

関連会社に対する投資の額 1,091,692千円

持分法を適用した場合の投資の金額 811,296千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 △45,775千円

関連会社に対する投資の額 842,400千円

持分法を適用した場合の投資の金額 612,360千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 △32,545千円

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品別のセグメントから構成されており、「電子機器事業」及び「繊維機器事業」の２つを報告セ

グメントとしております。「電子機器事業」は、主に液晶製造機器、半導体製造機器及びマルチワイヤーソー

の製造・販売をしており、「繊維機器事業」は、主に自動裁断機の製造・販売をしております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期累計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

合計
電子機器事業 繊維機器事業

売上高 　 　 　

外部顧客への売上高 971,119 57,889 1,029,009

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 971,119 57,889 1,029,009

セグメント損失（△） △122,104 △21,358 △143,463

（注）セグメント損失は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

（追加情報）

　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

　１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年９月30日）

１株当たり純資産額 940円36銭 １株当たり純資産額 969円03銭

　２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
 （自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
 （自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 3円83銭 １株当たり四半期純損失 20円81銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式がないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
20,937 △113,658

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（千円）
20,937 △113,658

普通株式の期中平均株式数（株） 5,460,856 5,460,740

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定に含めなかった潜在株式で

前事業年度末から重要な変動があっ

たものの概要

　新株予約権

　　株主総会の特別決議日

　　　平成16年12月22日

　（新株予約権3,643個364,300株）

  なお、当該新株予約権は行使期間が

平成21年12月22日に満了しておりま

す。

──────
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年２月３日

株式会社タカトリ　   

取締役会　御中  　

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西　　　育良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　健一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカトリの

平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第54期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカトリの平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRL自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成23年２月３日

株式会社タカトリ　   

取締役会　御中  　

 有限責任監査法人トーマツ 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白井　　　弘　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　健一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカトリの

平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第55期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカトリの平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRL自体は含まれていません。
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